
平成２９年度当初予算
【主な事務事業の予算要求・決定状況】

平成２９年４⽉

柏 市 財 政 部 財 政 課



査定理由の分類

区分 査　　　定　　　理　　　由

Ａ

要求どおり
   予算要求内容，積算及び理由が適正
※平成28年11⽉4⽇以降に要求されたもの，他事業との切り分けなどで
要求額が増減したものを含む

Ｂ
積算 内容精査
   事業内容は認められるが，過去の実績・今後の需要等を踏まえ，単
価・数量・回数・箇所数などを精査

Ｃ
事業 内容精査
   事業⼿法や実施時期（事業の先送り・前倒し）等を検証・調整するな
ど事業内容を精査

Ｄ
国の補正予算などで前年度にて対応
   要求時点では当初予算にて対応する予定であったが，国の補正予算な
どを活⽤し，⼀部前年度補正予算にて前倒し

ー
債務負担⾏為を設定
　 当初予算に計上されていないが，次年度以降の経費について債務負担
⾏為を設定



（単位：千円）
事業名 担当課

学びづくりフロンティアプロジェクト 指導課・教職員課・教育研究所
前年度予算額

126,257
要求額
157,740

決定額
74,542

査定区分
Ｂ・Ｄ

事業名 担当課
情報教育の推進 学校教育課・教育研究所

前年度予算額
17,187

要求額
21,644

決定額
27,644

査定区分
Ａ

事業名 担当課
不登校児童⽣徒の⽀援 ⽣徒指導室

前年度予算額
40,211

要求額
40,940

決定額
41,540

査定区分
Ａ

事業名 担当課
（仮称）柏北部中央地区新設中学校整備（建設） 学校施設課

前年度予算額
3,037,866
要求額

2,886,430
決定額

2,159,900
査定区分

Ｄ
事業名 担当課

空調設備設置事業 学校施設課
前年度予算額

ー
要求額

ー
決定額

ー
査定区分

ー

5

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
市内⼩学校41校・中学校16校に空調設備を導⼊
　 債務負担⾏為設定
　　　限度額期間：平成30年度〜42年度
　　　債務負担総額：4,700,000

3

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
不登校児童⽣徒の学校⽣活への復帰を⽀援
　施設：適応指導教室「きぼうの園」，学習相談室
　スクールソーシャルワーカー　　4⼈（1⼈増）
　適応指導アドバイザー　　1⼈　　　　　　　　　　適応指導専⾨指導員　　5⼈
　教育相談訪問アドバイザー　　3⼈　　　　　　　教育相談訪問指導員　　20⼈
　メンタルフレンド 　　12⼈

4

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
柏北部中央地区に中学校を新設
　 建設⼯事・監理委託等　　2,159,900
　（平成28・29年度継続）継続費総額　　3,890,000
　　施設概要：6クラス×3学年＝18クラス+特別教室
　　※当初は⼩学校6クラス，中学校12クラスで使⽤開始
　　※給⾷室・プールは柏の葉⼩学校のものを共⽤

平成29年度当初予算　主な事務事業の予算要求・決定状況
※要求額は平成28年11⽉4⽇時点

1

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
⼦どもの学ぶ意欲と習慣を⾼めるため，モデル校を設定し，関係機関との連携による魅⼒的な学びづくりや授
業改善等を実践・検証。取組の成果を市内⼩中学校に展開
　サポート教員　　21⼈（7⼈増）
　学校図書館指導員　週1⽇分及び「調べる学習コンクール」⽀援に伴う2週分を加配
　ＩＣＴ活⽤推進アドバイザー　　2⼈
　ＩＴ教育⽀援アドバイザー事業委託，プロジェクト校への指導者派遣　等

査定状況

2

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
教育の情報化を推進するため，ＩＣＴを活⽤した授業や教材作成を⽀援
  プログラミング教育⽀援業務委託（新規）
　教育研究専⾨指導員　　1⼈
　教育研究専⾨アドバイザー　　1⼈
　ＩＴ教育⽀援アドバイザー事業委託



事業名 担当課
私⽴認可保育所等の整備 保育整備課

前年度予算額
832,581

要求額
1,057,610
決定額

1,632,674
査定区分

Ｂ
事業名 担当課

保育⼠等処遇改善補助・保育⼠宿舎借上げ⽀援 保育運営課
前年度予算額

ー
要求額
297,660

決定額
297,660

査定区分
Ａ

事業名 担当課
保育ルーム等委託乳幼児扶助費助成 保育運営課

前年度予算額
37,097

要求額
112,437

決定額
84,898

査定区分
Ｂ

事業名 担当課
⼦育て世代包括⽀援センター 地域健康づくり課

前年度予算額
ー

要求額
45,739

決定額
29,437

査定区分
Ｂ

事業名 担当課
産後ケア こども福祉課

前年度予算額
ー

要求額
8,852

決定額
6,366

査定区分
Ｂ

6

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
私⽴認可保育所等の整備に対する補助
　認可保育園・認定こども園　　6園
　　※上記のうち，柏駅前に賃貸で保育所を新規に設置する
　　事業者に対し，賃料を補助（上限50,000千円・1園）

　耐震化改修補助⾦　　1園

7

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
保育⼠⼈材の確保・定着に向け，私⽴保育所等に勤務する保育⼠（正規職員）に市独⾃の補助（⼀
⼈あたり30,000円／⽉）を実施

保育⼠⼈材の確保・定着に向け，私⽴保育所等の運営法⼈が保育⼠⽤の宿舎を借り上げる費⽤の⼀部
補助（⼀⼈あたり82,000円／⽉を上限）を実施

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
保育ルームを利⽤している保護者の経済的負担を軽減するために扶助費を⽀給
認可保育施設への⼊園が保留となった保護者については，認可保育施設を利⽤する保護者との経済的負
担の均衡を図るため，⽀給額を増額し，併せて，⽀給対象施設を⼀定の条件を満たす認可外保育施設
に拡⼤

9

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
妊娠から⼦育てに関する情報提供・相談体制を充実させることを⽬的に，ワンストップ相談窓⼝を設置
　保健師，助産師等の専⾨職による妊婦の全数⾯接
　産前産後サポート事業(にこにこダイヤルかしわ)
　産後ケア訪問
　センターの職員として，保健師，助産師等の専⾨職を中⼼に６⼈増員

10

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
家族などからの産後の援助が受けられず育児⽀援を特に必要とする⺟⼦を対象に，医療機関等において⼼
⾝のケア・育児のサポート等のきめ細かい⽀援や，産婦に休養の機会を提供することで，育児不安を解消さ
せ，児童虐待の未然防⽌につなげる。宿泊型と⽇帰り型による⽀援を実施予定

8

査定状況



事業名 担当課
おたふくかぜ予防接種事業 地域健康づくり課

前年度予算額
ー

要求額
86,400

決定額
21,498

査定区分
Ｂ

事業名 担当課
ひとり親家庭⾼等職業訓練促進資⾦貸付 こども福祉課

前年度予算額
ー

要求額
ー

決定額
12,000

査定区分
B

事業名 担当課
⽣活困窮者等への学習⽀援 ⽣活⽀援課

前年度予算額
10,263

要求額
12,914

決定額
18,000

査定区分
Ａ

事業名 担当課
公⺠学連携によるまちづくりの推進 中⼼市街地整備課

前年度予算額
7,000

要求額
20,630

決定額
15,330

査定区分
Ｂ

事業名 担当課
インフォメーションセンター事業 商⼯振興課

前年度予算額
18,069

要求額
34,569

決定額
34,569

査定区分
Ａ

15

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
来街者への情報発信のため，かしわインフォメーションセンターの運営を委託。ホームページのリニューアル，イン
バウンド対策等，情報発信機能を強化
　市政情報提供・案内業務委託　21,000
　インフォメーションセンター機能強化事業負担⾦　9,500
　その他建物維持管理経費　4,069

13

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
就学援助を受けているなどの⽣活困窮世帯の⼦どもたちに対し，⾼等学校進学のための学習⽀援を実施
　市内2箇所で開催
　中学1〜3年⽣を対象（対象を中学1・2年⽣にも拡⼤）

14

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
魅⼒を持った中⼼市街地の実現を⽬指し，柏駅周辺まちづくり10ヵ年計画や中⼼市街地活性化基本計
画，その他関連計画に基づき，公⺠学連携によるまちづくりを推進
　来街者状況の把握分析負担⾦　　1,000
　柏駅周辺グランドデザイン策定負担⾦　　12,000

11

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
おたふくかぜ予防のための接種費⽤を助成
⽣後12か⽉〜⼩学校就学前3⽉31⽇までを対象

12

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
ひとり親家庭の就業と経済的⾃⽴を促進するため，対象資格取得を⽬指す⾼等職業訓練促進給付⾦の
受給者に対して貸付を実施
　対象資格：看護師，準看護師，保健師，介護福祉⼠
　貸付額：⽉額50,000円以内（最⼤３年間）
　条件付きで返済免除あり



事業名 担当課
⼿賀沼アグリビジネスパーク事業の推進 農政課

前年度予算額
395,988

要求額
333,641

決定額
354,809

査定区分
Ｂ

事業名 担当課
地域包括⽀援センターの設置 福祉活動推進課

前年度予算額
291,648

要求額
359,530

決定額
362,573

査定区分
Ｂ

事業名 担当課
特別養護⽼⼈ホーム，認知症対応型グループホーム等の整備 ⾼齢者⽀援課

前年度予算額
457,058

要求額
175,218

決定額
287,925

査定区分
Ａ

事業名 担当課
介護のしごと相談会の開催 ⾼齢者⽀援課

前年度予算額
1,349

要求額
1,002

決定額
1,908

査定区分
Ａ

事業名 担当課
証明書発⾏業務等の委託 市⺠課

前年度予算額
ー

要求額
97,200

決定額
101,966

査定区分
Ｂ

19

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
介護⼈材の確保のため，介護業界への就職を考えている⽅と介護サービス事業者とのマッチングを⽬的とした
相談会を開催。新たに学⽣を対象とした相談会も開催
　介護の仕事相談会　平成29年10⽉開催（予定）
　学⽣を対象とした相談会　平成29年7⽉開催（予定）

20

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
公共サービスの質の維持向上及び経費の節減を図るため，市⺠課の証明書発⾏業務等を委託
　債務負担⾏為設定
　　　限度額期間：平成30・31年度
　　　債務負担総額：185,850

17

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
⾼齢者の⾝近な相談機関として地域包括⽀援センターを設置
　11箇所（2箇所増，平成30年1⽉以降）

18

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
特別養護⽼⼈ホームや認知症対応型グループホームの整備等（新設，増築，改修）及び開設準備に対
する補助
　広域型特別養護⽼⼈ホーム（改修）　2箇所
　認知症対応型グループホーム（新設）　1箇所
　定期巡回・随時対応型訪問介護・看護（新設）　2箇所
　看護⼩規模多機能型居宅介護（新設）　1箇所
　開設準備　6箇所

16

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
都市農業活性化計画及び観光基本計画に基づき，農業や観光の振興，都市と農村の交流拠点を整備
　道の駅しょうなん再整備設計・⼯事　　213,516
　⽔辺の拠点整備設計・⼯事　　40,000
　⼿賀沼桟橋設計　　5,400
　鷲野⾕農業交流拠点整備　　45,000
　⼿賀沼周辺地域活性化事業委託　　50,000



事業名 担当課
介護保険業務等の委託 介護保険課

前年度予算額
ー

要求額
ー

決定額
9,768

査定区分
Ａ

事業名 担当課
本庁舎の耐震改修 資産管理課

前年度予算額
137,000

要求額
819,000

決定額
819,000

査定区分
Ａ

事業名 担当課
教育福祉会館の耐震改修設計 中央公⺠館

前年度予算額
21,000

要求額
34,000

決定額
34,000

査定区分
Ａ

事業名 担当課
近隣センターの改修 地域⽀援課

前年度予算額
284,885

要求額
154,480

決定額
116,480

査定区分
Ｂ

事業名 担当課
学校施設（校舎）の⻑寿命化対策 学校施設課

前年度予算額
ー

要求額
5,000

決定額
5,000

査定区分
Ａ

25

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
モデル校1校を選定し，将来の学校施設の在り⽅を含めた校舎の⻑寿命化改良計画を策定

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
リノベーション設計委託（1館）　12,000
（平成29・30年度継続）
　継続費総額　　20,000

トイレ改修⼯事（3館）　98,000
トイレ改修設計（4館）　6,480

23

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
⽼朽化した施設・設備のリニューアルと耐震改修
（平成28・29年度継続）
　継続費総額（設計委託） 55,000

24

査定状況

21

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
公共サービスの質の維持向上及び経費の節減を図るため，介護保険及び在宅福祉サービスの業務の⼀部
を委託
　債務負担⾏為設定
　　　限度額期間：平成30・31年度
　　　債務負担総額：（⼀般会計）　　10,233
　　　　　　　　　　　　　 （介護会計）　194,418

22

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
本庁舎の耐震改修⼯事
（平成28〜30年度継続）
　継続費総額　  1,365,000



事業名 担当課
ふるさと寄附⾦事業 市⺠税課

前年度予算額
ー

要求額
ー

決定額
750,000

査定区分
Ａ

26

査定状況

事業概要・⽬的・予算の内訳（査定結果） 等
歳⼊確保の取組みとして，返礼付きの寄附制度を実施
柏市の知名度の向上や産品のＰＲ，さらには地場産業の振興や地域活性化に取組む

　ふるさと寄附⾦積⽴⾦　500,000
　ふるさと寄附業務⽀援委託　250,000


